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総合評価  

概ね成果が得られたと評価する。 

 本プロジェクトは、舗装劣化の定量的把握手法の確立と、官民連携（PPP/PFI）事業を想

定した有限期間型の意思決定モデルの構築を目指した。このなかで、愛知有料道路で可能性

試験を行い、実データに基づく予測モデルと実務制約を考慮した意思決定手法を構築でき

た点は評価できる。基盤となる学術的価値は高く、今後は他地域での社会実装に向けた評価

指標構築、スケジュールの明瞭化、制度的障壁への具体策の提示を期待する。 

低コストでのインフラ維持管理の推進に貢献を目指した本プロジェクトは、SDGs の達成

への寄与の観点から、持続可能な公共投資モデルを示した点での意義が大きい。異分野イン

フラへの展開可能性を視野に入れた事業構想も整理されており、関与団体の拡大を通じて

実施体制の妥当性も担保されている。一方で、受益者に対し成果を具体的に示しにくい面に

ついては、大学と企業との取り組みに限定せず、自治体や地域住民を巻き込んだ共創的研究

開発を推進することが必要である。さらに、愛知県以外への事業展開の枠組み作りや、他地

域に広げるための改良も進めることも期待する。 

 

項目評価  

１．目的・目標の妥当性  

目的・目標は十分に妥当であったと評価する。 

インフラ老朽化が進行する社会的背景のもと、本プロジェクトが目指した「科学的根拠に

基づく最適な維持管理手法の確立」が強く求められている。これを踏まえ、本取組みでは、

舗装劣化の定量的把握と、PPP/PFI 事業を想定した有限期間型の意思決定モデルの構築を

目的とし、愛知有料道路における可能性試験を通じて目視点検データを用いた分析により、

マルコフ連鎖モデルによる劣化予測の有効性を示し、科学的根拠に基づく指標設計という

中核的な目標を達成した。また、FWD 調査の知見や契約期間に関する制度的示唆など、副

次的な成果も蓄積し得た。 

以上のように、実務データを用いてインフラ寿命を推定し、リスク分担に関する合理的な



合意形成を可能にする方向性を示した点は、社会的意義が大きい。今後は、得られた成果を

多様なステークホルダーに分かりやすく伝える工夫を含め、他地域展開可能な維持管理手

法のさらなる高度化と社会実装の一層の推進を期待する。 

 

２．今後の計画および展望 

プロジェクト終了後の事業構想は概ね描けていると評価する 

本プロジェクトの成果は、特定の路線や地域には依存せず、他の道路附属物やインフラ分

野にも応用可能な汎用性がある。インフラマネジメントの共通基盤構築や劣化予測・意思決

定支援で判断負荷の軽減を実現し、SDGs に貢献する公共投資モデルを示しており、大きな

展開可能性が期待される。 

一方で、2030 年までの全国的な PPP/PFI の拡大を目指すためには、愛知有料道路以外で

の社会実装計画や事業構想作成が求められるが、具体的なステークホルダーや資金調達ス

キームは十分には示されていない。劣化予測の副次効果は期待されるものの、実効性確保の

ために実現可能な実装案を具体化し、ターゲットとなる自治体へのソフトランディングが

重要である。 

 

３．計画・実施体制等の妥当性 

プロジェクトの計画・実施体制は概ね妥当であったと評価する。 

本プロジェクトは、研究代表者が優れたリーダーシップを発揮し推進されており、計画・

実施体制は高く評価する。役割分担が明確で、理論モデル構築を研究代表者と、データ取得

や現場解釈を担う協働実施者とが相乗効果を生み出している。マネジメントチームとの意

見交換を通じ、自治体への説明性の向上や適用範囲の見直しが具体的に進捗した点も評価

する。立ち上げ時は舗装分野に限られていた研究体制が、上下水道や橋梁など他の対象にも

拡大し、総合的なインフラマネジメントを視野に入れた研究体制に発展している。 

一方、ステークホルダーの参画は協力組織レベルにとどまり、自治体や住民といった最終

利用者の意見収集に関しては強化が必要と考えられる。今後はオープンリソースを活用し

た市民や行政との協働、学際的取り組みの拡大や、論文発表を通じてエビデンスとなる基礎

データ等の公開することでターゲットとする自治体や民間の事業者などが理解できるよう

進めることを期待する。 

 

４．その他 

なし 

以上 


